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１．ＣＯＰ１５：コペンハーゲン合意ハイライト 

 周知のとおり、ＣＯＰ１５における最大のハイライトはコペンハーゲ

ン合意(the Copenhagen Accord)の作成である。この文書自体は、ＣＯ

Ｐ１５では、正式なＣＯＰ決定にはならなかったが、翌年のＣＯＰ１６

のカンクン合意の基礎となったものであり、その後の気候変動交渉を方

向付ける重要文書である事は間違いない。何よりも、オバマ米国大統領

や温家宝中国首相、鳩山総理をはじめ、主要国の首脳が文字通り夜を徹

して１０数時間にわたり案文交渉に関わったという事実がこの文書に特

別の重みを与えている。 

 コペンハーゲン合意自体は全体で１２のパラグラフからなる短い文書

である。しかしながら、長期目標（パラ１、２）、適応（パラ３）、先

進国、途上国の緩和（パラ４、５）、熱帯雨林保全（パラ６）、市場メ

カニズム（パラ７）、資金（パラ８から１０）、技術（パラ１１）、長

期目標のレビュー（パラ１２）と、気候変動交渉の主要課題をほぼ網羅

している。なかでも、根幹となるのが先進国と途上国の排出削減目標、

緩和行動に触れたパラ４、５である。 

 

（パラ４：先進国の排出削減目標） 

 先進国の排出削減目標について触れたパラ４は、第１文で、附属書Ⅰ

国（先進国）が２０２０年までの排出削減目標を実施することにコミッ

トし、その目標を２０１０年１月３１日までに条約事務局に提出すると

ある。ここまでは、京都議定書に入っていない米国を含め、全ての先進

国が同じことをすることが求められている。重要なのは、第２文である。 

 第２文では、第１文を受ける形で、「京都議定書締約国である附属書
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Ⅰ国はそれにより、京都議定書により開始された排出削減を更に強化す

る」とある。先進国のうち、京都議定書締約国（すなわち米国が除かれ

る）の緩和措置について京都議定書と関連づけた記述がされている訳で

ある。この部分について、交渉過程では、ある途上国より、「京都議定

書により開始された（“initiated by the Kyoto Protocol”）」では

なく、「京都議定書の下で（“under the Kyoto Protocol”）」と変更

すべきとのコメントがなされた。第 1 文とあわせて両案を比較すると以

下の様になる。 

 

(案１) 

AnnexⅠ Parties commit to implement individually or jointly 

the quantified economy-wide emissions targets for 2020, to be 

submitted in the format given AppendixⅠ by AnnexⅠ Parties to 

the secretariat by 31 January 2010 for compilation in an INF 

document. 

AnnexⅠ Parties that are Party to the Kyoto Protocol will 

thereby further strengthen the emission reductions initiated by 

the Kyoto Protocol. 

 

(案２) 

AnnexⅠ Parties commit to implement individually or jointly 

the quantified economy-wide emissions targets for 2020, to be 

submitted in the format given AppendixⅠ by AnnexⅠ Parties to 

the secretariat by 31 January 2010 for compilation in an INF 

document. 

AnnexⅠ Parties that are Party to the Kyoto Protocol will 

thereby further strengthen the emission reductions under the 

Kyoto Protocol. 

 

 一見大した違いではない様に見えるかも知れないが、これは非常に大

きな違いなのである。案１の“initiated by the Kyoto Protocol”の

場合であれば、京都議定書第一約束期間終了後の２０１３年から２０２

０年までの間、米国以外の先進国の排出削減が京都議定書の下でなされ

るかどうか、すなわち京都議定書「延長」か否かはオープンなままとな

る。しかし、案２の“under the Kyoto Protocol”の場合は、米国以外

の先進国は２０１３年以降も京都議定書の下で排出削減目標を設定する、

すなわち京都議定書「延長」を強く示唆するものとなる。これは日本と
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して受け入れられない表現なのである。結局、ある先進国代表より、す

かさず、案１を維持すべきと反論がなされて案１の表現のままとなった。 

 

（パラ５：途上国の緩和行動） 

 途上国の緩和行動を規定するパラ５は、もっと複雑である。途上国が

実施する緩和行動の透明性を如何に確保するかがポイントであり、緩和

行動に関する目標提出（第１文）、自国内の測定・報告・検証（ＭＲＶ）

にかけること（第５文）、国際的支援を受けた緩和行動について国際的

ＭＲＶにかけること（第９文）については、比較的スムーズにまとまっ

た。しかしながら、国際的支援を受けたか否かに限らず、途上国の緩和

行動全体について如何に国際的なチェックを受ける形にするか(第６文)

が、最後まで紛糾した。 

 パラ５の関連部分は以下のとおりである。第６文(下線部分)は、最終

的に米中首脳まであがった末にまとめられた表現である。 

 

 “Non-AnnexⅠ Parties to the Convention will implement 

mitigation actions, including those to be submitted to the 

secretariat by non-AnnexⅠ Parties in the format given in 

AppendixⅠ by 31 January 2010, for compilation in an INF 

document, consistent with Article4.1 and Article4.7 and in the 

context of sustainable development.”(第１文) 

  “Mitigation actions taken by non-AnnexⅠ Parties will be 

subject to their domestic measurement, reporting and 

verification the result of which will be reported through their 

national communications every two years.”（第５文） 

 “Non AnnexⅠParties will communicate information of their 

actions through National Communications, with provisions for 

international consultations and analysis under clearly defined 

guidelines that will ensure that national sovereignty is 

respected.”(第６文) 

 「非附属書Ⅰ国（途上国）は、国別報告を通じて自らの（緩和）行動

についての情報を提供し、それは国家主権が尊重されることを確保する

明確に定義された指針の下、国際的な協議及び分析に供される。」 

“These supported nationally appropriate mitigation actions will 

be subject to international measurement, reporting and 

verification in accordance with guidelines adopted by the 

Conference of the Parties.”（第９文） 
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 ここでいう国別報告というのは、国連気候変動枠組条約第４条、第１

２条に規定されているものであり、先進国、途上国の双方が、内容、頻

度は異なるものの提出義務を負っているものである。したがって、途上

国の立場からすれば、この既存の国別報告の制度の枠内で、提出する情

報の内容を充実させることについてはさほど抵抗感はない。 

 問 題 は 、 そ れ が 「 国 際 的 な 協 議 及 び 分 析 (International 

Consultations and Analysis)」というコペンハーゲン合意で新たに盛

り込まれた概念にかけられるという点である。これが、各国の国内施策

に他国から口を挟まれるのではないか、何らかの国際的義務につながる

のではないかということで強く反応した。他方で先進国からすれば、自

分たちの排出削減目標は、現行の枠組条約や京都議定書で国際的なチェ

ックを受ける体制になっており、途上国が提出した情報を何ら国際的に

チェックできないというのは著しくバランスを欠く。特に先進国と途上

国の間のバランスの確保が議会から厳しく求められる米国は国際的チェ

ックを入れる事に強いこだわりをもっていた。 

 そして長時間にわたる協議の結果が with provisions 以下のフレーズ

である。「国際的な協議及び分析」の指針は今後の交渉に委ねられる形

になっており、更に「国家主権の尊重の確保」といった、何とも重々し

い字句まで出てくる。米国と中国をはじめとする新興国の妥協の産物で

ある。結局、この「国際的な協議及び分析」については、ＣＯＰ１６か

らＣＯＰ１７にかけての交渉を経て、ダーバン合意で一定の手順がまと

められた。 
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２．ＣＯＰ１６：カンクン合意ハイライト 

 ＣＯＰ１６では、前述のコペンハーゲン合意に基づいて先進国、途上

国がそれぞれ条約事務局に提出した排出削減目標、緩和行動の数値目標

を如何に扱うかが、京都議定書「延長」問題とからんで、最大の焦点と

なった。 

 前述の通り、コペンハーゲン合意パラ４、パラ５は、先進国、途上国

に対して、排出削減目標ないし緩和行動を２０１０年１月３１日までに

条約事務局に提出することを求めている。日本は、２０１０年１月２６

日の地球温暖化問題に関する閣僚委員会での了承を受けて、「前提条件

付きマイナス２５％」目標を提出した。米国、ＥＵ、中国、インド等も

それぞれ提出している（中国、インドなどは期限を過ぎて提出）。先進

国の目標は AppendixⅠに、途上国の目標は AppendixⅡにそれぞれリス

トアップされた。ただし、コペンハーゲン合意自体は、ＣＯＰとの関係

ではあくまで「留意」された文書に過ぎないため、それに基づいて提出

された数値目標もそのままでは中途半端である。枠組条約や京都議定書

でどのように扱われるかも良く分からない。ＣＯＰ１６では、これらの

目標を国連の正式な成果文書に固定(anchor)する事が、将来枠組みにつ

ながるステップとして重要視された。 

 

（ＣＯＰ決定とＣＭＰ決定） 

 まず、そもそも、国連の正式な成果文書とは何かを改めて確認してお

く必要がある。我々が通常ＣＯＰといっている会議では、厳密には２つ

の会議が行われている。一つは国連気候変動枠組条約締約国会議

(Conference of the Parties)である。これは１９９５年以来毎年開か

れており、カンクンは第１６回になるのでＣＯＰ１６とよばれる。そこ

での成果文書は「ＣＯＰ決定」とよばれる。その一方で、この締約国会

議の際には、京都議定書締約国会合(Meeting of the Parties)も開催さ

れる。通常、Conference of the Parties を「締約国会議」と訳される

のに対し、Meeting of the Parties は「締約国会合」と訳される。後者

には、京都議定書に入らなかった米国は含まれない（議決権の無いオブ

ザーバーとして参加する事は認められる）。京都議定書締約国会合は略

して「ＣＭＰ」、その成果文書は「ＣＭＰ決定」とよばれる。（ＣＭＰ

と呼ばれるのは、京都議定書締約国会合が国連気候変動枠組条約締約国

会議とあわせて開催され、京都議定書上でも「締約国会合として開催さ

れる締約国会議(Conference of the Parties serving as the Meeting 

of the Parties)」と記されていることによる。）ＣＭＰは２００５年
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から毎年開かれているので、カンクンでは第６回目、ＣＭＰ６となる。

したがって、厳密にはカンクンで開かれたのはＣＯＰ１６及びＣＭＰ６

であり、「カンクン合意(the Cancun Agreements)」なる成果文書は、

ＣＯＰ１６でのＣＯＰ決定文書とＣＭＰ６でのＣＭＰ決定文書の集合体

をさす。 

 カンクンでは、AppendixⅠとⅡにリストアップされた先進国、途上国

の排出削減目標ないし緩和行動を、ＣＯＰ決定文書とＣＭＰ決定文書の

いずれか、又は両方において、どのような表現で位置づけるか。これが、

カンクンでの交渉の最大の焦点となった。 

 二つの目標(AppendixⅠ，Ⅱ)を二つの文書（ＣＯＰ決定、ＣＭＰ決定）

に如何に固定するかは、様々な組み合わせがあり得たが、結局、ＣＯＰ

決定に二つの目標（先進国目標と途上国目標）を、ＣＭＰ決定に一つの

目標（先進国目標のみ）を固定することになった。図表５－１のとおり

である。先進国が、途上国も入る前者のＣＯＰ決定に重点を置いて、全

ての主要国が入る包括的枠組みにつながることを目指していたのに対し、

途上国は後者のＣＭＰ決定に重点をおいて、京都議定書「延長」につな

げようと目論んでいた。両者の妥協の産物である。 

 

 
図表 5-1 

COP決定 CMP決定

先進国目標
（ＡｐｐｅｎｄｉｘI）

○ ○

途上国目標
（AppendixII）

○ －

COP決定／CMP決定と先進国目標／途上国目標

 
 

（各国の目標の固定(anchor)） 

次に、これらの目標をＣＯＰ決定及びＣＭＰ決定の中で、どのような

表現で固定するかという問題がある。これについては、様々な可能性が

あり得た。 

 第 1 の選択肢は、法的拘束力ある枠組みに直接つながるやり方である。
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すなわち、各国の排出削減目標ないし緩和行動を取り込んだ、枠組条約

の改正案または京都議定書の改正案をＣＯＰ（京都議定書改正の場合は

ＣＭＰ）で採択するのを決定(decides to adopt)し、締約国の国内批准

のプロセスにつなげることである。実際、多くの途上国の最大の主張は、

（自らの緩和行動を法的義務とする事は脇に置いて）先進国の排出削減

目標を法的義務とするため、京都議定書改正案（各国の数値目標をリス

トアップしている附属書 B を改正）の採択を決定することであった。こ

の場合、京都議定書締約国でない米国の扱いが問題となるが、「他の先

進国と同等の法的義務を負うべき」との一般論以上の具体案は無かった。 

 第２の選択肢が、ＣＯＰ及びＣＭＰとしての意思決定として、こうし

た各国の排出削減目標や緩和行動を実施していく旨を宣言するやり方で

ある。「締約国は〜を実施する事を決定する(decides that parties 

will implement〜）」といった風にである。実現には至らなかったが、

前年のＣＯＰ１５の最終段階で想定された、コペンハーゲン合意の内容

全体を政治的に拘束力のあるもの(politically binding)とするために

ＣＯＰ決定とする方法は、この選択肢に相当する。また、「政治的第二

約束期間(political 2nd commitment period)」とよばれる、ＣＭＰ決

定の形で京都議定書締約国による第二約束期間設定の意思を示すやりか

たもこれに当たる。こうしたＣＯＰ決定（ないしＣＭＰ決定）自体は、

直ちに法的意味を持つものではない。しかし、気候変動交渉は継続的な

プロセスであり、ある年のＣＯＰでこうした決定がなされれば、次の年

は、更にそれを一歩進めようという話になる。将来の交渉の方向性を左

右する事になるため、如何なるＣＯＰ決定（ないしＣＭＰ決定）の表現

にするかが重要だったのである。 

 様々な議論があったが、結局、これらは、ＣＯＰ決定で先進国及び途

上国の目標、ＣＭＰ決定で先進国（含む米国）の目標を「留意する

(takes note of)」という表現にとどまることになった。前述の第２の

選択肢のなかでも最も弱い表現になったわけである。ＣＯＰ決定・ＣＭ

Ｐ決定文書では、さまざまな表現があり得るが、最も強いのは「〜を決

定する(decides)」という表現である。この他、内容に応じて「要請す

る(calls upon)」「求める(requests)」といった表現も使われる。これ

らに比べると、「留意する(takes note of)」というのはかなり弱い表

現である。先進国が志向する将来枠組みと、途上国が求める京都議定書

「延長」のバランスについて折り合いがつかず、今後の方向性を極力予

断しないような表現が選ばれたのである。 

 最終的な文案は以下の通りとなった（資料５－１は、日本を含む小数

の関心国会合で議論され、最終日１２月９日午前３時頃に合意されたま
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まの文書である。ＣＯＰ決定案とＣＭＰ決定を並べて両者のバランスを

とりながら激しい議論がなされていたことが良く分かる。）。 

 

（ＣＯＰ決定） 

 Takes note of quantified economy-wide emission reduction 

targets to be implemented by Parties included in Annex1 to the 

Convention as communicated by them and contained in document 

FCCC/SB/2010/INF.X（文書 X） 

 

 Takes note of nationally appropriate mitigation actions to be 

implemented by non-Annex1 Parties as communicated by them and 

contained in document FCCC/AWGLCA/2010/INF.Y（文書 Y） 

 

（ＣＭＰ決定） 

Takes note of quantified economy-wide emission reduction 

targets to be implemented by Parties included in Annex1 to the 

Convention as communicated by them and contained in document 

FCCC/SB/2010/INF.X（文書 X） 

 

 

 ここでいう、文書 X. Y は、コペンハーゲン合意における AppendixⅠ，

Ⅱを指す。先進国の排出削減目標、途上国の緩和行動が国連の正式な文

書になったわけである。文書 X には日本、欧州、米国を含む先進国の排

出削減目標が含まれているが、京都議定書の締約国でない米国の目標が、

ＣＯＰ決定だけでなく、ＣＭＰ決定でも take note されているのは、厳

密には実はおかしい。しかし、敢えてそうなっているのである。協議の

過程でもＣＭＰ決定では、米国の目標を除くような提案が（米国以外の

国から）でた時もある。しかし、米国抜きの先進国の数字がＣＭＰ決定

で take note されると、それは京都議定書「延長」の方向性を予断する

ことになる。我が国を含むいくつかの国がそうした主張をし、その結果、

ＣＯＰ決定とＣＭＰ決定で take note される文書 X が寸分違わぬ形にな

ったのである。 

 この考えは、文書 X,Y の文書形式にも現れている。文書 X,Y における

FCCC とは国連気候変動枠組条約(Framework Convention of Climate 

Change)、SB とは条約で規定されている常設機関である補助機関

(Subsidiary Body)、AWGLCA はＣＯＰ１３で設置され、将来枠組みにつ

いて議論してきた条約作業部会(Ad-hoc Working Group on Long-term 
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Cooperative Action)を指している。本来なら、これまでの交渉経緯か

らすれば、ＣＭＰ決定で take note する文書は、議定書作業部会(Ad-

hoc Working Group on Kyoto Protocol)を示す AWGKP の記号が付されて

もおかしくなかった。事実、米国の数字を抜いた形でそのような文書を

作るという案もあった。しかしながら、前述の理由で米国を特別扱いに

するわけにはいかなかった。このため、日本等の主張もあり、枠組条約

の常設機関である SB の記号を付した同一の文書をＣＯＰ決定、ＣＭＰ

決定の両方で take noteする形に収まったのである。 

 

 更に、これに加えて、日本の数値目標が一人歩きして、米中の入らな

い京都議定書「延長」に使われることのないよう、二つの手当をした。

米国も入っているとはいえ、前述のＣＭＰ決定で take note される文書

X には日本の数値目標（「前提条件付きマイナス２５％」）も含まれて

いるからである。 

一つが、ＣＭＰ決定の脚注である。京都議定書「延長」、すなわち第

二約束期間に数値目標を入れるには、当該国の書面の同意なしに勝手に

盛り込まれることはない旨の京都議定書第２１条７に明記されている権

利を脚注に記載した。表現は以下の通りである。 

 

The content of the table in this information document is shown 

without prejudice to the position of the Parties or to the right 

of Parties under Article21, paragraph7 of the Kyoto Protocol. 

 

もう一つは、日本の立場を内外に明らかにした書簡の発出である。上

述のとおり、成果文書上は、ＣＯＰ決定とＣＭＰ決定の両方に日本の数

値目標は take note されている。しかしながら、あくまで日本の数値目

標は米中はじめ主要排出国の数値目標があるＣＯＰ決定においてのみ意

味があるのであり、京都議定書のＣＭＰ決定では意味をなさない。すな

わち京都「延長」に用いられることはあり得ない。そのような趣旨を明

記した、現地代表団の坂場三男ＣＯＰ１６担当大使名の書簡をフィゲレ

ス条約事務局長宛に提出して、内外に公表した（資料５－２）。これは、

京都「延長」反対で同様の立場をとるロシアと足並みを合わせたもので

あり、その主要部分は以下のとおりである。 

 

“The Government of Japan would like to make it abundantly clear 

that it has no intention to be under obligation of the second 

commitment period of the Kyoto Protocol after 2012. The target 
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submitted by Japan in accordance with the Copenhagen Accord is 

only relevant in the negotiation of AWG-LCA not in the AWG-KP.” 

 

事務レベルの書簡となっているのは、文書内容が技術的なものである

ことや、宛先の条約事務局長が実務レベルであることによる。しかし、

これは代表団長である松本環境大臣まで了承を得て発出した日本政府代

表団の公式な書簡である。 

 

一連の対応により、日本政府代表団は、京都議定書「延長」には賛同

しないとの自らの立場を堅持しつつ、同時にカンクン合意の成立のため

最大限の貢献を行ったのである。 
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資料5-1 カンクン合意（関連部分抜粋） 

 

Evening language 9 December 02.53am 

 

COP  

 

Agrees that the AWG LCA shall aim to complete its work on an agreed 

outcome under the Bali Action Plan and have its results adopted by the 

COP as early as possible. 

  

1bi: Takes note of quantified economy wide emission reduction targets to be 

implemented by Annex I Parties as communicated by them and contained 

in document FCCC/SB/2010.INF X; 

 

1b2: Takes not of nationally appropriate mitigation actions to be 

implemented by non-Annex I Parties as communicated and contained in 

document FCCC/LCA/AWG/2010/INF Y;* 

 

*Parties communications to the Secretariat that are included in the INF 

document are considered communications under the Convention. 

 

CMP 

 

Agrees that the AWG KP shall aim to complete its work and have its results 

adopted by the CMP of the KP as early as possible and in time to ensure 

that there is no gap between the first and second commitment periods. 

 

Takes note of quantified economy wide emission reduction targets to be 

implemented by Annex I Parties as communicated by them and contained 

in document FCCC/SB/2010/INF X;* 

 

Agrees that further work is needed to translate emission reduction targets 

to quantified economy wide limitation or reduction commitments. 

 

*The content of the table in this INF document are shown without 

prejudice to the position of the Parties nor the right of Parties under article 

21, paragraph 7 of the KP  
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資料 5-2 2012 年 12 月 10 日付坂場 COP 担当大使発フィゲレス条約事務局長宛書簡 
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３．ＣＯＰ１７：ダーバン合意ハイライト 

 

 第３話で触れたとおり、ＣＯＰ１７でも焦点は、法的枠組みを巡る議

論であった。すなわち、ダーバン合意（the Durban Agreements）を構

成する４つの成果文書のうち、 

①将来枠組み(ダーバン・プラットフォーム)の構築に関するＣＯＰ決定 

②京都議定書の第二約束期間設定に向けたＣＭＰ決定 

の２つが相互に関連した形で議論された。 

 

（将来枠組みの設定に向けたプロセス） 

 まず、将来枠組みについては、協議の場、タイムスケジュール、法的

性格などが、主要論点となり、前章で紹介したように断続的な協議が行

われた。 

 その結果、全ての締約国に適用される(applicable to all Parties)

将来枠組みの策定のプロセスを立ち上げる事、そのための新たな特別作

業部会（ダーバン・プラットフォーム）を設立する事、将来枠組みは遅

くとも２０１５年まで(no later than 2015)に決めてＣＯＰ２１で採択

し、２０２０年から(from 2020)実施する事、などが決定された。成果

文書の第２パラグラフと第４パラグラフが根幹部分である(資料５－３)。 

 

（パラ２） 

Also decides to launch a process to develop a protocol, another 

legal instrument or an agreed outcome with legal force under the 

United Nations Framework Convention on Climate Change applicable 

to all Parties, through a subsidiary body under the Convention 

hereby established and to be known as the Ad Hoc Working Group 

on the Durban Platform for Enhanced Action 

（パラ４） 

 Decides that the Ad Hoc Working Group on the Durban Platform 

for Enhanced Action shall complete its work as early as possible 

but no later than 2015 in order to adopt this protocol, legal 

instrument or legal outcome at the twenty-first session of the 

Conference of the Parties and for it to come into effect and be 

implemented from 2020. 

 

最後まで紛糾したのが、将来枠組みの法的性格に関する表現（パラ２
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下線部分）である。 この箇所は、議長国南アフリカより示され、ウェ

ブでも公表された１次案では legal frameworkとのみ記されていた。

様々な形式を読み込みうる幅広い表現である。 

これに対し、表現が弱すぎるとの意見が、ＥＵや小島嶼国等より出さ

れ、２次案では Protocol or another legal instrument となった。将

来枠組の法的性格として二つのオプションを列挙したものである。ちな

みに、この表現は、１９９５年のＣＯＰ１で採択された、京都議定書に

つながる法的枠組の策定プロセスを立ち上げた「ベルリン・マンデート」

と同様の表現である。ただし、「ベルリン・マンデート」では先進国の

み対象としていたのに対し、今回は全ての締約国に適用されるとされて

いる点が異なる。 

これに対して、更に、インドがより幅広い可能性を確保すべきことを

主張し、３つ目のオプションとして legal outcomeが追加された。しか

しながら、この３つ目のオプションを巡り、表現が緩すぎると懸念を示

すＥＵと、これに反発するインドとの間で紛糾することとなった。 

結局、最終段階において、会場内で各国交渉官が鳩首協議した結果、

３つ目のオプションの表現が agreed outcome with legal force に改め

られた。一連の交渉過程における表現の変遷を整理すると、以下のよう

になる。 

  legal framework 

→a protocol or another legal instrument 

→a protocol, another legal instrument or legal outcome 

→a protocol, another legal instrument or an agreed outcome 

with legal force 

この agreed outcomeという表現は、２００７年のＣＯＰ１３で策定さ

れた「バリ行動計画」で、その当時将来枠組みの策定が期待された新た

な作業部会（AWG-LCA）を設置した際に、目標となる最終成果文書の表

現である。Agreed outcomeの後に legal forceがついたのが、バリとダ

ーバンの違いだが、それが何を意味するか共通認識があるわけではない。

玉虫色の結着である。 

 

（京都議定書「延長」に向けた合意） 

次に、京都議定書「延長」問題の扱いである。 

ＣＯＰ１７での結果について、多くの報道では「京都議定書『延長』

決定」と報じられているが、厳密には京都議定書「延長」（第二約束期

間設定）に「向けた」決定であって、「延長」そのものが決まった訳で

はない。一歩手前のものである。京都「延長」のためには、先進国の第
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二約束期間における数値目標(QELRO:Quantified Emissions Limitation 

or Reduction Objectives)が記入された附属書 B改正を含む議定書改正

案について、ＣＭＰで採択の決定がなされ、その後に各国の批准に付さ

れ、最終的に発効する必要がある。今回のＣＭＰ決定は、批准可能な

(ratifiable)議定書改正案そのものではなく、それに至るまでの手続き

が決定されたにとどまる（資料５－４）。第５パラグラフでは、先進国

がコペンハーゲン合意、カンクン合意にしたがって提出した排出削減目

標を、京都議定書用の数値目標(QELRO)に転換(convert)し、その情報を

2012年５月１日までに提出する事が要請(invite)されている。また、別

表で各国の様々な数値目標（第一約束期間目標、QELRO、各国提出の排

出削減目標）がリストアップされている。 

 この別表では、日本はロシア、カナダとともに別枠扱いとなっている。

更に、脚注で、日本が京都議定書の第二約束期間で義務を負う意思を有

していない旨を伝達した事実が以下のとおり明記されている。 

 In a communication dated 10 December 2010, Japan indicated that 

it does not have any intention to be under obligation of the 

second commitment period of the Kyoto Protocol after 2012. 

 

 これは、前述のＣＯＰ１６最終日に提出した坂場大使名による事務局

長宛書簡を指している。ＣＯＰ１６での対応が、ＣＯＰ１７の協議のベ

ースになっているあらわれである。 

 更に、ＣＯＰ１６の際と同様、日本の立場を確認する書簡を、ＣＯＰ

１７日本政府代表団の堀江正彦地球環境問題担当大使名によりフィゲレ

ス事務局長宛に発出した（資料５－５）。同書簡では昨年の坂場大使書

簡を引用しつつ、京都議定書第二約束期間に入らないとの日本の立場に

変更はないこと、したがって、京都議定書用の数値目標に関する情報提

出を要請する第５パラグラフの規定についても、日本には適用されない

との理解である旨を明言している。 

 以上から、今回のダーバンでの合意では、日本として他国が「延長」

に応じることを容認するものの、日本自身が入らないとの立場もきちん

と確保した。前年からの交渉経緯を踏まえつつ、ギリギリの折衝を行っ

た結果である。 
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資料 5-3 ダーバン合意（将来枠組み設定関連） 

 

パラ２ 

パラ４ 
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資料 5-4 ダーバン合意（京都議定書「延長」関連） 
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パラ５ 
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日本、 

カナダ、

ロシアは

別扱い 
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COP16 の際に提出した坂場大

使書簡を指す。 
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資料 5-5 2011 年 12 月 22 日付堀江地球環境問題担当大使発フィゲレス条約事務局長宛書簡 
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 以上紹介したのは、ＣＯＰの気候変動交渉における数ある論点のなか

の法的枠組みに関するものである。このほかにも、途上国支援や各国の

温暖化対策の測定・報告・検証（ＭＲＶ）など、様々な論点がある。一

回のＣＯＰの成果文書に何匹の悪魔が潜んでいるか、それは蓋を開けて

みないと分からない。いったんは封じ込めたと思っても、翌年になると

またぞろ頭をもたげてくる悪魔もいる。修辞学の悪魔と如何に上手につ

きあうか、気候変動交渉では、日本を含む各国代表団の力量が試される

のである。 

（つづく） 


